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免責事項

本資料は、一般的な情報提供および教育のみを目的として作成されたものであり、会計、税務、法律、
その他の専門的なアドバイスとして、意図されたものではなく、また依拠されるべきでもありません。
具体的なアドバイスが必要な場合は、個別に専門家にご相談ください。

EY組織およびそのメンバーファームは、本プレゼンテーションに（ハイパーリンク等によって）リンクされたか、
あるいは、本プレゼンテーションで言及された第三者のウェブサイトの内容、正確性、安全性について
一切責任を負わないものとします。

本プレゼンテーションに示された第三者の見解は、必ずしもEYのグローバル組織またはその
メンバーファームの見解ではありません。また、それらの見解はそれぞれの見解が示された際の文脈に
おいて理解されるべきものです。
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調査について

2024年EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査は、税務に関する変革の有効性を測定するとともに、コソーシング
や生成AIなど、さまざまな要素からのサポートを活用する税務・財務部門の能力についても調査しています

オックスフォード・エコノミクスが匿名で実施 以下に関する50以上の質問：

• ベンチマーキング

• 変革、データとテクノロジー、人工知能

• （AI）、人材、持続可能性、法律や規制の変更、
コスト

• アウトソーシング

• プロセスの最適化

• ビジネス変革

• 主なトピック分野：生成AI、労働力トレンド、
BEPS 2.0

• 幅広いベンチマーキング

• セクターに焦点を当てた質問

• ビジネスリーダーからの意見

2024年
EYタックス・アンド・

ファイナンス・
オペレート
（TFO）調査

• 1,600人の経営幹部（大多数がCFOおよび税務VP）
• 32の国・地域

• 18の業界

他社との比較のための属性：

• 売上高

• ERPの数

• 事業を展開している国

• 法人数

• 従業員

• 公開か非公開か
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初めて、目的とビジョンを達成するための最大の障壁がコスト（費用）となった1

企業は生成AIが税務機能に大きな利益をもたらすと考えています2

税務・財務専門職の新規人材の減少とベビーブーム世代の退職による深刻なプレッシャー3
企業は、拡大するデジタル税務申告（電子インボイスなど）やBEPS、自主開示など、重要な課題に
直面しています4

新しいTFO調査の主要テーマ
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2024年EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査；
回答者の5% n = 83 人の経営幹部

目的とビジョンを実現するための
最大の障壁は予算不足

#1

予算管理が最優先#1が生成AIが税務部門の効率性を
高めると確信しています86%

が会計士の減少により影響を
受けています72%

透明性と報告書の作成

がBEPS報告のために中程度から
大幅な調整を行う予定82%

が納税総額を自主的に開示49%

電子請求書は最重要課題#1

多くの企業が生成AIの取り組みの初期段階に
あります

63%

が税務・財務の運用モデルを変更中

変革

54%

の企業が、今後2年間でコソーシングを
計画しています59%

企業は、従業員が価値の高い活動に費やす
時間を倍増させることを望んでいます。2倍

激しいコスト圧力AIの影響

人材不足

が大学/大学院の課程を修了せずに
専門職に就くことを目指しています

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります。

企業はどのように対応しているのでしょうか?
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生成AIは税務部門の様々な側面に影響を
与えます

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります



グローバルマーケットリーダー - トレンド

EYは、税務および法定報告サービスのコソーシングにおけるグローバルマーケットリーダーです
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データとテクノロジー：

生成AIの影響
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今後3年間で、生成AIが税務部門の有効性と効率性の向上に役立つと思いますか?

9

なぜ今ですか?
1. 大規模言語モデルと

ニューラルネットワーク
の進歩

2. 処理能力とストレージ
の向上

3. 投資とイノベーション

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります
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今後3年間で、AIの影響を最も受ける税務業務はどれでしょうか?
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回答者は、AIが
税務業務の多く
の部分に影響を
与えると予想して

います

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

注：上のグラフは回答者の第一希望
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コンプライアンス 法人税と会計

分析とレポーティング 計画

データ収集およびクレンジング 個人の生産性向上

税務係争
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税務・財務部門の生成AIの成熟度は次のうちどれでしょうか?
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

27%

52%

8% 10%

4%

23%

52%

17%

7%
2%

未着手
生成AIに対する認知度が低く、

これらの技術をまだ検討したことも
採用したこともありません

探索段階
現在、生成AIの調査と検証中であり、
アプリケーションの実装に関する

具体的な計画はありません

創発的
生成AIを導入するための計画と戦略

を策定中。パイロットプロジェクトを
開始し、一部のアプリケーションを

初期段階で導入しています

統合されている
生成AIテクノロジーは、複数の

プロセスに完全に統合されており、
価値の創出、効率性の向上、意思
決定の実現を後押ししています

変革をもたらす
生成AIの導入を牽引し、ビジネスに

おけるテクノロジーの広範な利用により、
明確な利益を創出しています

多くの企業が生成AIの
取り組みの初期段階

にあります

グローバル

日本

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査



税務部門で生成AIを使用する上で、最も大きな障壁は何ですか?
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回答者は幅広い
課題を予想して

います

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

グローバル 日本

ユースケースと機能についての理解

規制順守と法規制

不明確なROI

14%

13%

18%

10%

12%

10%

6%

8%

5%

4%

22%

20%

18%

11%

9%

9%

5%

3%

2%

2%

予算不足

品質に関する懸念や結果の正確性

新しいテクノロジーやプロセスを導入する
ことに対するチームからの抵抗

注：この質問は、生成AIの導入が未着手または探索段階に該当する回答者に対して行われました

構築、導入、保守、
管理を行う高いスキルを持った人材

入手可能な高品質でかつ信頼性の
高いデータの不足

データセキュリティとプライバシー
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経営幹部の優先事項ではない



今後3年間、AIの活用は税務部門の従業員数にどの程度影響を与えると思いますか?
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グローバル

日本

がAIが税務部門の

従業数の削減につながる
とは考えていません

56%

50%

グローバル

日本

7%

49%

34%

9%

1% 0% 0% 0% 0%
4%

46%

33%

16%

1% 0% 0% 0% 1%

20～29%の削減増加する 30～39%の削減 40～49%の削減 50%以上の削減 わからない1～9%の削減 10～19%の削減変化なし

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります
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複数のERPシステムから税務申告データを統合するにはどうすればよいでしょうか?
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

1%

34%

65%

2%

35%

63%

テクノロジーソリューションは導入されていません

統合された税務データレイク、データウェアハウス、またはデー

タメッシュ（分散型アーキテクチャデータフレームワーク）を保有

しています

データ統合はサービスプロバイダー（複数）に委託しています

グローバル 日本
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税務当局によるAIおよび／またはテクノロジーの現在の導入は、以下の項目にどの
ような影響を与えていますか?
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グローバル 日本

中程度／
大幅に増加

中程度／
大幅に減少

当社の税務リスクプロファイル 30% 28% 32% 28%38% 45%

税務係争の金額 24% 25% 40% 45%36% 30%

税務当局が提出された確定申告書を審査するスピード 49% 45% 21% 27%30% 29%

当社の業務量 44% 39% 26% 30%30% 31%

税務当局による正確な査定 22% 20% 40% 41%38% 39%

影響なし

優秀な人材を惹きつけ、確保する能力 41% 45% 22% 22%37% 34%
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税務・財務部門の
課題
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税務・財務部門がその目的とビジョンを実現する上で、最大の障壁となっているものは
何ですか?

17

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

49%

43%

27%

27%

18%
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6%
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予算不足

必要な人材を雇用および確保できない

グローバルな税制の複雑性と予測不可能性により、事業に適切なアドバイスをすることができない

データおよびテクノロジーに関する持続可能な計画を実行できない
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トレンド：税務・財務部門がその目的とビジョンを達成する上で、今やコストが最大の
障壁となっています。
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グローバル 日本

2022

2023

2024

2020

予算不足

9% 6%

24% 23%

53% 60%

11% 55%

データおよびテクノロジー
に関する持続可能な計画

を実行できない

55% 94%

48% 47%

13% 7%

66% 36%

必要な人材を雇用および
確保できない

36% 0%

28% 30%

34% 32%

23% 9%

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

注：2020年には1%が「その他」を選択しました。2022年には、追加の選択肢として、33%が法規制の変更を特定、評価、対応する能力を選択しました。2024年には、追加の選択肢として、19%がグローバルな
税制の複雑性と予測不可能性により、適切なアドバイスを提供できないことを選択しました
2022年と2024年については、時系列でモニタリングされている3つのレガシーオプションについて、その割合が再計算されています
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貴社の税務部門がIT機能のデータおよびテクノロジー戦略、チーム、導入努力とどの
程度統合されているかを最もよく表しているのは以下のどの記述でしょうか?
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

63%

57%

30%

32%

7%

11%

日
本

グ
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私たちは相談を受けますが、重要な決定に影響を与えるには通常、

遅すぎます

私たちは主要な利害関係者として扱われ、ロードマップに包括的に

関与しています。私たちの要件は適切に考慮されています

最小限の統合、または統合なし

IT部門から主要な利害
関係者として扱われて
いない税務部門の割合

68%

70%

グローバル

日本
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今後3年間における税務部門の最優先事項は何ですか?
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

グローバル 日本

効果的なグローバルでの
税務係争とリスク管理

実効税率とキャッシュ・タックス・
プランニング

データ、生成AI、テクノロジーを活用し、
イノベーション、知見、予測分析、予測、

自動的なレポート作成を推進する

オフィス復帰とリモートワーク体制の管理

税務がより価値の高いビジネスパートナー
としての役割を担う

注：上記の表は、回答者の第1希望、第2希望、第3希望を合計したものです

人材の育成と能力開発

税務および規制要件への準拠（例：BEPS）

税務部門の予算／支出の効率的な管理

19%

25%

31%

36%

41%

47%

47%

53%

23%

29%

38%

35%

42%

38%

49%

46%
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今日の課題を踏まえて、貴社の税務・財務部門が業務モデルの検討または変更に
おいて最も重要視している変化は何でしょうか?
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

46%

46%

28%

22%

17%

20%

10%

12%

日
本
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私たちは、税務・財務の業務モデルを変更するつもりはありません

データ、テクノロジー、シェアードサービスセンターの提供において優れた能力を持つプロバイダーとのコソーシング

社内機能における自動化の推進

社内シェアードサービスセンターによる集中化の推進

が業務モデルを変更して
います

54%

54%

グローバル

日本
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今後24ヶ月以内に、税務・財務業務の一部をコソーシングする可能性はどの程度ある
でしょうか?

22

グローバル

日本

41%

27%

13%

6%
3%

10%

41%

33%

10%
7%

4%
6%

81%～90%50%以下 90%以上61%～70% 71%～80%51%～60%

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

が50%以上の確率で

コソーシングを行う可能性
があると回答しています

59%

59%

グローバル

日本
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理想的な税務コソーシングの仕組みについて、最も適した表現は以下のうちどれ
でしょうか?
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

60%

58%

22%

24%

19%

18%

日
本

グ
ロー

バ
ル

コソーシング契約を単一のプロバイダーに統合

私たちはコソーシングは行いません

複数のコソーシング・プロバイダーの活用
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税務コンプライアンスおよび財務（法定報告書作成など）サービスのコソーシングに、
各分野の外部プロバイダーを何社利用していますか?

24

財務部門税務部門

日本グローバル日本グローバル

8.18.68.78.4BPO（Accenture、Capgeminiなど）

2.32.52.72.5その他の会計事務所（BDO、GT、Mazarsなど）

1.21.21.11.1大手監査法人4社

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

プロバイダー数
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貴社のコソーシング活動に関して、貴社のデータが貴社のプロバイダーと共有されて
いる状況を適切に表している表現は以下のうちどれでしょうか?
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

66%

63%

24%

28%

10%

9%

日
本

グ
ロー

バ
ル

当社は主に、コソースプロバイダーにデータを提供しています

プロバイダーは主に、当社のシステムからデータを取得します

私たちはコソーシングは行いません
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1%

13%

43%

32%

8%

2% 1% 0% 1% 0%1%

16%

28%

41%

10%

1% 2%
0% 1% 0%

今後24ヶ月間で、貴社の税務・財務部門の予算と人員をどの程度削減する計画ですか?

26

グローバル

日本

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

が税務・財務予算の
削減を計画しています

86%

83%

グローバル

日本

6%～7%増加させます。 8%～10% 11%～13% 14%～15% 20%以上1%～3% 4%～5%変更しません。 16%～20%

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査

予算



1%

24%

31%

39%

2% 2% 1% 0% 1% 0%1%

19%

33%

45%

1% 0% 0% 1% 0% 0%

今後24ヶ月間で、貴社の税務・財務部門の予算と人員をどの程度削減する計画ですか?

27

グローバル

日本

6%～7%増加させます。 8%～10% 11%～13% 14%～15% 20%以上1%～3% 4%～5%変更しません。

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

が4%以上の人員削減を
行う予定です

45%

47%

グローバル

日本

16%～20%

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査

人員数



品質を維持しながら税務部門のコストを削減する最も効果的な方法とは?

28

グローバル

日本

29%
25%

28%

17%

37%

25%
23%

14%

テクノロジーを活用して、
自動化と知見の向上を推進

データのより効率的かつ効果的な活用 社内シェアードサービスセンター（複数）／
センター・オブ・エクセレンスを

通じた業務の提供

マネージドサービスプロバイダーとの
コソーシング

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

コソーシングは、企業が
テクノロジーとデータを
効果的に管理するのに

役立ちます

注：上記の表は回答者の第1希望を表しています

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査



29

法律、規制、透明性

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査



財務システムから税務申告用情報を開発する際に、システムデータのソースに必要と
なる調整の数はどの程度重要でしょうか?

30

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

がBEPS報告書に
中程度から
大幅な調整を
加える予定です

83%

82%

グローバル

日本

大幅 中程度 最小限

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査

5%

8%

59%

57%

36%

35%

日
本

グ
ロー

バ
ル

税務引当金／税務財務報告

7%

6%

51%

55%

42%

39%

直接税コンプライアンス

23%

16%

47%

58%

30%

26%

間接税コンプライアンス

4%

3%

60%

60%

36%

37%

日
本

グ
ロー

バ
ル

電子インボイス

33%

33%

43%

47%

24%

20%

国別報告

40%

42%

42%

41%

18%

17%

BEPS報告



以下の新しいまたは拡大しつつある報告要件のうち、貴社の税務・財務部門に大きな
影響を与えるものはどれでしょうか?

31

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

グローバル 日本

環境税または持続可能性に
関する税および／または申告

BEPS 2.0 第2の柱のルール

EU加盟国による公開国別報告書

EU炭素国境調整メカニズム（CBAM）

米国法人代替ミニマム税

注：回答者は該当するものをすべて選択しました

リアルタイム／
デジタル納税申告（電子インボイスなど）

その他の税務透明性要件（例えば、公式／
非公式の税務当局からの情報提供要請、
および／またはその他の情報公開要件）

13%

14%

36%

42%

51%

60%

61%

14%

21%

32%

34%

43%

57%

51%

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査



グ
ロ
ー
バ
ル

BEPS 2.0のグローバルミニマム課税の新しい報告およびコンプライアンス要件への
対応において、以下のソリューションはどの程度重要でしょうか?

32 2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査

24%

46%
41%41%

37%
41%

35%

17% 18%

構築 購入

新しい税務コンプライアンスおよび
税務引当テクノロジーの導入

既存の税務コンプライアンスおよび
税務引当テクノロジーの適用

税務コンプライアンスおよび税務申告に
関するコソーシング

非常に重要 中程度に重要 重要ではない

日
本

25%

52%

34%

51%

35%

47%

24%

13%
19%

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります



貴社と外部監査人は、グローバルミニマム課税の規定と開示（プロセスと管理を含む）の
監査対象範囲を共同で確定しましたか?

33

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

グローバルな税務引当金

および開示の監査について、
外部監査人と対象範囲を
確定していない企業の割合

74%

75%

グローバル

日本

48%

46%

27%

28%

25%

25%

0%

1%

日
本

グ
ロー

バ
ル

部分的な合意が成立しています いいえ、しかし現在協議中です

はい 該当なし
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以下のうち、任意の公開（政府による義務付けのない開示など）を行うことを想定している
ものはどれでしょうか?

34

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

グローバル 日本

政府に対する税外負担

税務ガバナンスの枠組み

固定資産税

雇用主負担の給与税

従業員が支払う直接税

注：回答者は該当するものをすべて選択しました

徴収・送金された税金の総額

法人所得税

7%

14%

25%

28%

42%

47%

47%

49%

53%

53%

7%

9%

27%

24%

35%

59%

41%

56%

48%

48%

パーセントポイント

納税総額の自主

開示が前年度比で
増加

18
16

グローバル

日本

納税総額

間接税（例：物品税、付加価値税）

恒久的施設および／または課税対象の存在
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税務上のサステナビリティ報告要件を満たす上で、最大の課題は何ですか?

35

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

22%

22%

18%

18%

18%

14%

14%

16%

11%

10%

10%

13%

7%

7%

日
本

グ
ロー

バ
ル

企業内での明確な所有権の欠如 現在、サステナビリティは戦略上の優先事項ではありません

社内予算の制約 十分なスキルを保有する人材の不足

容易にアクセスできるデータの不足 適切な技術の欠如

変化のスピードと、常に最新の規制要件を把握する能力

企業は、税務上の
サステナビリティ
報告要件を満たす
上で多くの課題に
直面しています

注：上のグラフは回答者の第一希望
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36

人材
1. 人材に関する問題

2. 人材が時間を費やす活動

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査



今後5年間で、以下の要因が貴社の業績にどのような影響を与えると思いますか?

37

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります
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大幅／中程度にプラスに影響 影響なし 大幅に／中程度にマイナスに影響

11%
19%

37%

20%

52% 51%

17% 22%
35%

45%
31%

25%

72%
59%

28%
35%

17%
24%日

本

新たに会計士に
就く人数が減少

税務・会計の
シニアプロフェッショナル

の退職

AIが実行する活動 企業における別の
キャリアパス

移動の削減 リモートでの勤務
（アプレンティスシップ
モデルへの影響など）

人材へのプレッシャー

11% 16%

39%

21%

47%
53%

19% 21%
34% 39%

29% 29%

70%
63%

27%
40%

24%
18%グ

ロ
ー
バ
ル



以下の人材ソースは、貴社の人材戦略にとってどの程度重要ですか?

38

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります
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非常に重要 中程度に重要 重要ではない

41%

65%

11%

36%
42%

18%

41%

28%

52%
41%

35%
47%

18%
7%

37%

23% 23%
35%

日
本

大学／大学院卒の
税務および

財務担当の従業員

大学／大学院を卒業し、
会計学、法律、税務

アドバイザリーなどの資格
（CPA、公認会計士など）
を保有する税務および

財務担当従業員

大学／大学院を
卒業していない

税務・財務担当の
従業員

データサイエンティスト 税務テクノロジーの
専門家

ジャストインタイムの
人員配置

別の人材供給源

48%
58%

12%

33%
41%

19%

37%
31%

50% 45% 42% 46%

16% 11%

39%

23%
17%

35%

グ
ロ
ー
バ
ル

大卒でない従業員
が重要な人材源で
あると回答した
企業の割合

62%

63%

グローバル

日本



17%

30%

20%

8%

4%

15%

8%

24%

30%

22%

5%
2%

10%
7%

貴社のオフィス復帰方針（週の勤務日数など）はどのようなものですか?

39

グローバル

日本

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

が少なくとも3日以上
オフィス復帰しています

67%

76%

グローバル

日本

1日5日 主にリモート勤務 正式なオフィス復帰方針
は定めていません

3日 2日4日
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3%

18%

31%
35%

14%

5%

14%

33%
36%

12%

貴社のオフィス復帰方針は、人材の採用と定着にどのような影響を与えていますか?

40

グローバル

日本

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

従業員の定着が大幅に改善従業員の離職率が大幅に増加 影響なし 従業員の定着率が徐々に改善中従業員の離職が中程度に増加
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現在、貴社の税務部門が苦労している人材に関する課題は次のうちどれですか?

41

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

グローバル 日本

人材の確保と定着

グローバルな税制の複雑性と予測不可能性を踏まえ、
企業に適切なアドバイスを提供できる能力

市場価値に見合った報酬

魅力的なキャリアパスの提供

後継者育成計画

人材のモチベーションを高め、燃え尽きを防ぐ

人材の育成と能力開発

11%

22%

27%

51%

52%

54%

58%

19%

19%

26%

53%

47%

58%

44%
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非常に大変な苦労



今後3年間で、税務部門において最も重点的に開発したいスキルは何ですか?

42

グローバル 日本

適応性と柔軟性

プロセス改善

問題解決

AIの専門エンジニアリング／アプリケーション

ネットワーク構築

クリティカルシンキング

テクノロジー

10%

13%

16%

17%

23%

25%

27%

36%

40%

45%

49%

14%

14%

17%

19%

24%

34%

32%

31%

33%

43%

39%

注：回答者は該当するものをすべて選択しました

効果的なコミュニケーション

リーダーシップ

感情的知性

データマネジメント
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります



人材育成に最も効果的なトレーニング方法は、以下のうちどれでしょうか?

43

グローバル 日本

社内ローテーションプログラムの提供

社内アプレンティスシップモデルの開発

高い実績を上げている人への社外コーチングの提供

業界団体への参加を奨励

オンライン学習の導入

税制政策グループへの参加

11%

20%

24%

24%

33%

43%

47%

48%

49%

12%

32%

24%

21%

32%

38%

45%

47%

49%

注：回答者は該当するものをすべて選択しました

エグゼクティブ向け学術プログラムの受講料

企業主催のランチセミナー

外部会計事務所・法律事務所による研修セッション
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります



現在、貴社の税務担当者はどのような活動に時間を費やしていますか?
また、どのような活動に時間を費やすことを望んでいますか?

44

グローバル 日本

現在 時間を費やした活動 理想

45%

35%

20%

45%

34%

21%

25%

33%

42%

28%

30%

41%
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専門性の高い税務業務
（例：クロスボーダーのタックスプランニングや取引、

複雑な税務係争案件、
その他の高付加価値業務）

中核的な税務業務
（例：法人税申告書のレビュー／署名、

税務アドバイザリー業務の管理、税務政策、
リスク管理、効果的なコミュニケーション）

定型的なコンプライアンス活動
（例：定型的なデータ収集／クレンジング、

ワークペーパーの作成、
税務申告コンプライアンス関連、照合）

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります



以下の活動が貴社の税務部門にどのように提供されているかを概算してください。

45

多くの企業が、

定型的な税務業務
については外部の
プロバイダーを
利用しています

平均

外部プロバイダー社内チーム

日本グローバル日本グローバル

37%37%63%63%
専門性の高い税務業務

（例：クロスボーダーのタックス・プランニング、
取引、複雑な税務係争案件など）

25%25%75%75%

中核的な税務業務

（例：法人税申告書のレビュー／署名、税務
アドバイザリー業務の管理、税務政策、
リスク管理、企業のステークホルダーとの効果的な
コミュニケーションなど）

69%70%31%30%
定型的な税務業務

（例：定型的なデータ収集／クレンジング、照合、
ワークペーパー、税務申告書の作成など）
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日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります



46

ファイナンス機能の
変革
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現在、これらの機能をサードパーティのプロバイダーからコソーシングして利用していますか?
（CFO、シニアファイナンスエグゼクティブ、またはファイナンシャルコントローラーに質問）

47

グローバル 日本

財務計画・分析（FP&A）

コントローラーシップ

法定報告

取引勘定

はい、現在はコソース
を使用しています

39% 42%

21% 21%

63% 48%

53% 33%

コソーシングを
検討していない

3% 9%

39% 45%

4% 12%

6% 6%

コソーシングを検討中

58% 48%

40% 33%

33% 39%

41% 61%

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

給与計算 16% 15% 50% 39%34% 45%
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51%

43%

33%

22%
20%

43%
40% 40%

23%

15%

現在、サードパーティのプロバイダーとコソーシングを行っている場合、業務のどの程度
の割合でコソーシングを行っていますか?

48

グローバル

日本

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

給与計算法定報告 財務計画・分析（FP&A） コントローラーシップ取引勘定
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コソーシングされた各業務について、貴社では主にどのプロバイダーを利用して
いますか?

49

グローバル 日本

その他のアドバイザー：BDO、GT、Mazars

BPO: Accenture、IBM、Capgemini、 Genpact

IT企業：TCS、Wipro、Infosys

大手監査法人4社

財務計画・分析
（FP&A）

15% 14%

9% 0%

44% 50%

32% 36%

法定報告

36% 44%

19% 25%

4% 0%

41% 31%

コントローラーシップ

22% 0%

46% 71%

5% 14%

27% 14%

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

コソーシング活動に利用されたプロバイダーの割合

取引勘定

54% 73%

25% 9%

14% 18%

7% 0%

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査
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グローバル

日本

16%

70%

14%

60%

40%

0%

その他のアドバイザー
（例：TMFGroup、BDO、Grant Thornton）

大手監査法人4社ソリューションプロバイダー
（例：ADP、Alight）

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

給与計算で主に利用しているプロバイダーを教えてください。

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査
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参考資料

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査



調査結果をベンチマークするために利用可能な人口統計データ

N役職

500CFOおよび財務責任者

800税務VP
300税務マネージャー

18の業界を対象

52

N本社

557ヨーロッパ

550北米

302アジア太平洋

150中東、アフリカ、インド

41中南米

N売上高

724100億ドル以下

297100億～200億ドル

317200億ドル以上

N株主構成

959公開

641非公開

N事業を展開している国

8661～9
44310～20
29120+

N従業員数

1841～4,999
6065,000～24,999
81025,000+

NERPの数

711～5
5896～20
94021+

N法人数

1361～20
41821～50

104651+

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査

全回答者、N = 1,600



2024年のTFO調査ベンチマークの追加情報をご用意しています

53

利用可能 利用不可

従業員数

プロバイダーへの
外部支出（スピンオフ、

合併、IPOなどの
M&A取引）

プロバイダーへ
の外部支出
（通常業務）

社内コスト
（直接労務費と
福利厚生費）

税務部門が担当する税務業務（シェアードサービスを除く）

財務、その他の事業部門、シェアードサービスセンターが
担当する税務業務

法定会計および報告

本社および現地の一般に公正妥当と認められた会計原則
（GAAP）に基づく貴社の法人税会計（法人税引当金など）

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査



税務部門の総予算のうち、社内および社外への支出に割り当てられている割合はどの
くらいですか?

54

外部支出内部支出
分野

日本グローバル日本グローバル

64%63%36%37%総予算に占める割合

10%10%8%7%法人税等の会計処理

21%22%7%8%税制／法改正に関する助言

10%10%11%13%データと税務テクノロジー

9%10%7%7%生成AIまたはその他のチャットベースのテクノロジー

8%8%27%26%税務コンプライアンス

7%7%12%12%訴訟を除く税務係争

11%10%10%10%タックスプランニング

17%17%13%12%取引（合併、スピンオフなど）

7%6%5%5%その他の業務

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります



税務コンプライアンス業務の作業量のうち、以下の業務が占める割合はそれぞれどの
くらいですか?

55

グローバル 日本

間接税

BEPS報告

移転価格税制

法人税務会計

サードパーティとの
コソーシング契約

37% 36%

27% 27%

25% 26%

35% 36%

社内チーム

63% 64%

73% 73%

75% 74%

65% 64%

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります

直接税 24% 23%76% 77%

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査



税務コソーシングプロバイダーを選択するにあたり、以下のプロセスとテクノロジーの能
力のうち、どの点を最も重要視しますか?

56

グローバル 日本

設定可能なワークフロー、タスク管理、および業務の割り当て機能

貴社のデータに対するプロンプトベースの分析と
レポート作成を可能にするための生成AIの統合

自動化とデータ再利用の向上を実現する共通データモデル

ワークフロー、タスク管理、納税カレンダーと連動した、
自動化されたリアルタイムのステータスダッシュボード

ダッシュボードやワークフローから文書にアクセスできる統合文書管理

主要なコソースパートナーが実施するすべてのサービスとアクティビティを
まとめた、モバイルデバイスからアクセス可能な単一の共通ポータル

28%

36%

40%

48%

49%

58%

60%

70%

34%

36%

40%

44%

45%

54%

62%

73%

法人の可視化、コラボレーションツール

標準的なレポートおよび分析機能

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります



税務アドバイザーが提供する優れた顧客サービスとは、どのようなものでしょうか?

57

グローバル 日本

戦略的ビジネスパートナーとして、
リスク管理と価値創造を支援する

貴社の独自のニーズを理解し、
それに応じてサービスをカスタマイズする

税務効率化の機会を積極的に特定し、
将来の税務上の影響を管理する手助けをする

貴社のセクターと貴社業界に影響を与える関連税務問題について
深い理解を有している

問い合わせに迅速に対応し、正確な情報を提供する

世界トップクラスのデータと生成AI機能、
ユーザーエクスペリエンスを顧客に提供する

2%

6%

6%

7%

7%

11%

11%

14%

17%

18%

6%

6%

7%

10%

6%

14%

8%

18%

13%

13%

注：上記の表は回答者の第一希望を表しています

税法および規制の変更に関する最新情報を入手する

世界トップクラスのテクノロジー機能と
ユーザー体験をクライアントに提供する

貴社の業界に特有の税法および規制に造詣が深い

2024年 EYタックス・アンド・ファイナンス・オペレート（TFO）調査

複雑な税務の概念をわかりやすいビジネス用語で説明する

日本、N=83。数値は四捨五入の関係で合計が100%にならない場合があります
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実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変革および事業を

支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務および

トランザクションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な

問題に対し優れた課題提起（better question）をすることで、

新たな解決策を導きます。
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